
 
 

中間評価要約表 
 

１．案件の概要 

国名：フィリピン共和国 

分野：ガバナ

ンス 
案件名：ムスリム・ミンダナオ自治区（ARMM）人材育成プロジェクト（AHCDP）

所轄部署：JICA フィリピン事務所 援助形態：技術協力プロジェクト（TCP）（現地国内研修）

協力期間 
2008 年 5 月 19 日 
～2011 年 3 月 31 日 

実施機関：ARMM 政府 
協力機関：知事官房（ORG）、ARMM 貿易産業局（DTI）、
ARMM 公共事業局（DPWH） 

１－１ 協力の背景と概要 

1996年のフィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）とモロ民族解放戦線（MNLF）
との和平合意により、ARMM（5州・1市により構成）が設立された。約412万人が生活する同

地域は、長期にわたる武力紛争の影響でフィリピンの平均貧困率の2倍近くを示し、最も社会経

済発展が立ち遅れている。本格的な復興・開発が遅れている原因としては、MNLFから分派し

たモロ＝イスラム解放戦線（Moro Islamic Liberation Front：MILF）と政府との和平交渉の遅れ、

各種インフラの未整備等が指摘されているが、とりわけ和平合意に基づき、フィリピン憲法上

特別に認められた「自治」の下、権限を委譲されたARMM政府の行政能力不足が障害となって

いる。具体的には、行政の機能不全、元MNLF幹部・兵士を含む新規雇用職員に対する研修不

足、ARMMの具体的な行政権限の委譲及びそれに伴う制度整備の遅れが原因としてあげられて

いる。 
上記を踏まえ、JICAは「ARMM自治区行政能力向上プロジェクト」（2004年12月～2007年3

月）を実施することにより、ARMM政府の幹部及び管理職を対象（総計約440人）に研修参加

者の基礎的な能力向上を支援してきた。この結果、行政及び地域開発の基本的な知識は向上し、

計画立案・運営面では一定の改善がみられるようになった。 
しかしながら、ARMMの行政能力はいまだ多くの課題を抱えており、各専門分野の実務・技

術の向上、特に中堅職員（テクノクラート）の育成が急務となっており、優先課題におけるこ

れら中堅職員の能力向上を目的にTCPの実施がフィリピンより要請され、2008年5月から、日本

政府の平和と復興支援プログラム（ Japan-Bangsamoro Initiatives for Reconstruction and 
Development: J-BIRD）の下、本プロジェクトが開始され、経済開発、インフラ開発の中堅職員

の技術・実務能力強化とともに、前プロジェクトからの継続活動である行政規程策定、人事情

報管理といった行政基盤の整備を対象とした活動を行っている。 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

   自治区政府（ARG）の行政能力が向上し、経済開発が促進される。 
 

(2) プロジェクト目標 

   ARMM政府の行政管理、経済開発、インフラ開発分野の中間管理職員の能力が育成され

る。 



 
 

(3) 成果（アウトプット） 

（成果1：行政管理） 
1-1 行政規程草案・関連施行細則（IRR）案が作成される。 
1-2 人事情報を収集、蓄積、配信するためのデータ管理システムが導入される。 

（成果2：インフラ開発） 
2-1 ARMM/DPWH職員の技術が改善される。 
2-2 ARMM/DPWHにおけるプロジェクト技術者の指導者育成研修（TOT）トレーナーが

訓練される。 
2-3 道路、橋、水システムの建設プロジェクトに関する技術プロポーザルを関係部局が

作成できるようになる。 
（成果3：経済開発） 

3-1 選定されたハラル製品に対する行動計画が策定される。 
3-2 ARMMと県、地区事務所で、職員が選定されたハラル製品に関するビジネス支援情

報サービスを提供できるようになる。 
3-3 職員が選定されたハラル製品に関する生産・加工・品質管理技術アドバイスを提供

できるようになる。 
3-4 選定されたハラル製品のためのプロモーションとマーケティングツールが開発され

る。 
 

(4) 投 入 

1）日本側 
専門家派遣：1）総括／経済開発／人材育成、2）副総括／行政管理／人材育成、3）ビ

ジネス支援／人材育成、4）人事情報システム／人材育成、5）インフラ開発／人材育成、

6）研修運営管理／モニタリングの分野で計25.54人月（MM）を投入（第1年次）、2年
次については25.20 MM（2010年3月末時点予定)。 
カウンターパート研修：7名（日本） 

2）フィリピン側 
カウンターパート配置：行政管理30名、人事情報システム（HRIS）41名。インフラ開

発30名、経済開発21名が配置された。 
事務所提供（コタバト市）及びコンピューター施設（土地・建物＝新規建設物件） 

２．評価調査団の概要 

調査者 (1) 日本側評価団員 

団長/総括 川北 博史 JICA 国際協力専門員 
評価企画 小森 剛 JICA フィリピン事務所 企画調査員 
評価分析 古谷 典子 グローバルリンクマネージメント株式会社 

調査期間: 2009 年 11 月 15 日～2009 年 12 月 3 日 評価種類：中間評価 

 
 
 



 
 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) プロジェクト目標 

プロジェクト終了までにプロジェクト目標は達成されると判断できる。すなわち、

ARMM 政府の行政管理、経済開発、インフラ開発分野の中堅職員の能力は育成されつ

つある。 
上述の根拠は、行政管理、インフラ開発、経済開発のそれぞれのアウトプットが産出さ

れ効果が現れつつあることである。分野別に具体的には次のとおりである。第 1 に、行政

管理分野については、テクニカル・ワーキング・グループ（TWG）により行政規程草稿が

知事に既に提出され、アドバイザリー・カウンシルに行政規程草稿の最新版が既に提出さ

れた。行政規程 IRR の策定は開始され、現在議論が活発に行われている（指標 1-1）。HRIS
については、初期入力を終え更新に着手しているのは 3 機関（17 中 3 組織＝17％）だが、

本プロジェクトの研修に参加して人事情報を入力しているという点からいえば、すべての

組織が導入を行っており、今後の活動と目標達成への意欲を基に判断するならば、更新組

織の目標値 75％の達成は不可能ではない（指標 1-2）。教えることができる段階の能力を身

につけつつあるメンバーは、担当者を出すことが望ましいと合意されている知事室の 4 名

を含む 15 人以上であり、システムの内容をよく理解している（指標 1-3）。第 2 に、イン

フラ開発分野については、DPWH 内技術研修のための TOT 指導者の育成状況は、育成さ

れた人数を報告するには時期尚早であるが、技術や経験を獲得した参加者のなかでも、「だ

れが指導者になるのか」とプロジェクトの専門家側に質問をするだけの意識の高さ（自覚）

をもつ者が出てきており、既に指導者としての資質を裏づけるものである（指標 2-1）。ま

た、将来的な DPWH 内での技術研修の導入について、同局の幹部は、研修の普及を図る具

体的構想を保持している（指標 2-2）。さらに、フィージビリティ・スタディ（FS）グルー

プを 3 つのグループ（道路、郡病院、水供給システム）に分けて、各々プロポーザルを作

成中であり、3 つのプロジェクト・プロポーザルが完成し提出されることがプロジェクト

終了までに実現する方向性にある（指標 2-3）。第 3 に、経済開発分野では、営農計画支援

デスクをどの行政レベルに設置するべきかなどの議論を重ねているが、様々な意見が出る

なか、結論を出すには、今後まだ十分な時間をかける必要があるため、これらのプロセス

を進めており、支援デスクが開設されサービス提供が機能する方向性で進んでいる（指標

3-1 及び 3-2）。 
 

(2) アウトプット 

1）アウトプット 1-1：中間評価時点で、行政規程及び IRR の草稿が策定されつつあると判

断できる。その根拠としては、TWG により行政規程草稿が知事に既に提出済み、又、

アドバイザリー・カウンシルに行政規程の最新版が既に提出されており、承認を得るこ

とは、達成可能であると見込まれること（指標 1-1-1）、行政規程 IRR の策定は開始さ

れ活発な議論が現在進行している（指標 1-1-2）ことがあげられる。 
2）アウトプット 1-2：中間評価時点で、人事情報を集め編集し広く提供するためのデータ

管理が導入されつつあると判断できる。その根拠としては、40 人（参加している職員・



 
 

オペレーターの 95%以上）が、基礎コンピューター運用と人事システムの利用ができ

るように研修を受け（指標 1-2-1）、研修評価は 5 点満点中 4.7 と高く（指標 1-2-3）、研

修成果としての総合テスト結果は研修前に平均点が 100 点満点中 54.2 であったテスト

結果が、研修後 78.1 に上昇（指標 1-2-4）、更には、HRIS データベースと学習教材が修

正された（指標 1-2-6）ことがあげられる。本プロジェクトの研修に参加してすべての

組織（17 中 17 組織）が人事情報入力を実施しており、目標値 80％を超える 100％の

HRIS導入となっている（指標 1-2-2）。研修後の参加者による実践改善度合い（指標 1-2-5）
については、今後の状況を見極めることになる。 

3）アウトプット 2-1：中間評価時点で、DPWH-ARMM 職員の技術的資質が向上しつつあ

ると判断できる。その根拠としては、DPWH から 15 名が研修を受け、その参加者の研

修満足度が高いこと（指標 2-1-2）、研修参加者のインフラ実施管理運営に関する理解と

スキルに関しての水準が、研修前後の比較で大きく上昇していること（指標 2-1-3）が

あげられる。DPWH インフラ管理グループ参加者の 80％が「プロジェクト・エンジニ

ア」と同等の水準に上昇する（指標 2-1-1）、参加者のインフラ管理スキルの現場への応

用が拡大し効果的なものとなる（指標 2-1-4）については、現在その方向性に向って進

捗している。 
4）アウトプット 2-2：中間評価時点で、DPWH-ARMM 内に、プロジェクト・エンジニア

を育成するための TOT の指導者が訓練されてきていると判断できる。その根拠として

（指標 2-2-1、指標 2-2-2、指標 2-2-3、指標 2-2-4、指標 2-2-5、指標 2-2-6）は、今後の

活動を踏まえて判断する必要があるが、研修で指導をする専門家の目から判断して、指

導者としての能力を備えている人材が出てきているとの報告があげられる。 
5）アウトプット 2-3：中間評価時点で、道路・橋・水システムなどの建設プロジェクトの

ための技術的プロポーザルを書くために関連諸機関が能力強化されつつあると判断で

きる。その根拠としては、DPWH-ARMM 及び ARMM 関連組織から 14 名がパート I：
基礎コース：プロジェクト・プロポーザル（FS）作成の研修に参加し、目標達成観点

からの満足度及び研修の質という観点において極めて高い評価をしている。また、

DPWH 及び ARMM 関連組織からの 14 名が「プロジェクト・コンセプト・ペーパー作

成」の研修に参加し、目標達成観点からの満足度及び研修の質という観点において高い

評価をつけている（指標 2-3-1 及び指標 2-3-2）。研修参加者の理解度とスキルの向上度

は、パート I について、研修前 64 点満点中 13.57 から、研修後 41.29 にまで上昇した

（指標 2-3-3）。（指標 2-3-4）については今後の見極めによる。 
6）アウトプット 3-1：中間評価時点で、選定ハラル製品のためのアクションプランが策定

されている。ヤギ生産が特定され、それに基づいたプランとなっている。 
7）アウトプット 3-2：中間評価時点で、ARMM／県事務所において選定ハラル製品のビジ

ネス支援情報サービスを提供するために職員が能力強化されつつあると判断できる。そ

の根拠としては、TWG メンバーが研修とフォロースルー活動に高い参加率（9 割前後）

で参加していること、これらの研修に関して、参加者の研修満足度が高いこと（指標

3-2-2）、又、研修後の参加者の理解とスキルは向上していること（指標 3-2-3）があげ

られる。研修後の参加者の実践改善度（指標 3-2-4）、3 人の TOT 指導者としての訓練



 
 

受講（指標 3-2-5）、TWG メンバー以外の 20 人の職員が TOT 指導者による試験的研修

の受講（指標 3-2-6）、ビジネス支援職員のためのガイドが開発されること（指標 3-2-7）、
は今後の活動による。 

8）アウトプット 3-3：中間評価時点で、選定ハラル製品の生産・加工・品質管理について

の技術支援を供与するために、職員が能力強化されつつあると判断できる。その根拠と

しては、生産・加工・品質管理コントロール研修コースの一環として「ハラル認定」研

修が成功裏に実施され、経済開発 TWG メンバーの 20 名がこれを受講したこと（指標

3-3-1）、研修受講者の研修に対する満足度が高いこと（指標 3-3-2）、研修受講者の研修

後の理解とスキルの改善度が高いこと（指標 3-3-3）、試験的 TOT が開始され TOT 指導

者として職員が訓練されつつあること（指標 3-3-5）があげられる。研修後の研修受講

者の実践改善度（指標 3-3-4）、TWG メンバー以外の 20 人の職員が、指導者による試行

的な研修を受講すること（指標 3-3-6）、学習教材及び促進教材が作られること（指標

3-3-7）については、今後の活動による。 
9）アウトプット 3-4：中間評価時点で、選定ハラル製品の促進とマーケティングのための

道具・キットが生産されつつあると判断できる。その根拠としては、全員が受講してい

ることから、経済開発 TWG メンバーの 80％が、ハラル製品促進とマーケティングの研

修コースで訓練を受けるという目標値は達成していること（指標 3-4-1）、参加者の研修

への満足度が極めて高いこと（指標 3-4-2）があげられる。研修後の参加者の理解度と

スキルの向上（指標 3-4-3）も研修後のテスト結果で今後確認される。研修後の参加者

の実践改善度合いについては、今後の経過により判断され（指標 3-4-4）、現在試験的研

修が進捗しつつある、職員の TOT 指導者としての訓練状況（指標 3-4-5）や TWG メン

バー以外の 20 人の職員が TOT 指導者による試行的な研修を受講すること（指標 3-4-6）
は今後の活動による。販促材料の開発は現在検討が進んでおり、最終的な販促材料の開

発（指標 3-4-7）及び実験的なマーケティング活動の実施（指標 3-4-8）は、今後の活動

である。 
 
３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

事前評価時に確認された妥当性判断根拠につき変更がないことが、今般調査で再確認さ

れ、妥当性は高いと判断される。すなわち、第 1 に、「ミンダナオの和平と開発」はフィリ

ピン政府（GoP）中期開発計画の重点課題のひとつであり、ARMM 政府の行政能力不足は

当該課題解決の障害と認識されている。第 2 に、日本政府（GoJ）は、国別援助計画の優

先課題のひとつとして「ミンダナオの平和と安定への支援」を掲げている。なかでも ARMM
政府の行政強化を優先課題としている。第 3 に、ARMM は、長年にわたる紛争の結果、組

織としても個人としても十分な教育訓練や実務経験を積む機会がなく、組織全体として著

しい能力不足がみられるが、幹部職員は政治任命のため短期（3 年単位）で交代する可能

性が高い一方、中堅職員は常勤で長期の勤務経験があり、ARMM の行政能力向上には中核

となる集団である。本プロジェクトのターゲット・グループである中堅職員のニーズが明

白である。 
 



 
 

(2) 有効性 

中間レビューの行われた時点において、プロジェクト目標の達成見込み（上述のとおり）

は十分に高いといえる。同時に、その効果が行政管理、インフラ開発、経済開発のそれぞ

れのアウトプットが産出された結果として起こっていることが分析されることから、有効

性は、非常に高いと判断できる。 
3 分野別にアウトプットがどのような効果に結びついているのかについて、行政管理分

野では、行政規程及び IRR の草稿が策定されつつあり（アウトプット 1-1）、人事情報を集

め編集し広く提供するためのデータ管理が導入される（1-2）準備が進んでいる。インフラ

開発分野では、DPWH 職員の技術的資質が向上し（2-1）つつあり、DPWH-ARMM 内に、

プロジェクト・エンジニアを育成するための指導者研修の指導者が訓練され（2-2）つつあ

り、道路・橋・水システムなどの建設プロジェクトのための技術的プロポーザルを書くた

めに適切なる諸機関が能力強化されつつある（2-3）。経済開発分野では、選定ハラル製品

のためのアクションプランは既に策定され（3-1）、ARMM／県事務所において選定ハラル

製品のビジネス支援情報サービスを提供するために職員が能力強化されつつあり（3-2）、
選定ハラル製品の生産・加工・品質管理についての技術支援を供与するために、職員が能

力強化されつつあり（3-3）、選定ハラル製品の促進とマーケティングのための道具・キッ

トが生産されつつある（3-4）。 
この結果として、ARMM 政府の行政管理、経済開発、インフラ開発分野の中堅職員の能

力は育成されつつある。 
 

(3) 効率性 

発現しつつある効果の大きさと投入の大きさを比較すると、効率性に関する問題は見つ

からず適切である。活動としては研修が中心であり、高額の機材投入などはなされていな

い。投入のタイミングとして、コンピューター施設の建設が遅れたことで関連活動に影響

が出たが、現時点では建設が完成し、今後の活動で遅延は取り戻されつつある。 
日本人派遣に関し、渡航制限の係るコタバトではなくダバオにおいて実施した結果、コ

タバトでの活動が中止された場合でもダバオでの機能を保持できたため、プロジェクト活

動全体を中断せずに進められたことから、無駄を省くことができたという点で、ダバオ拠

点は効率性を高めることに貢献している。 
 

(4) インパクト 

いくつかのプラスの効果が得られ、又発展しつつあることが確認され、プロジェクトの

正のインパクトは以下のとおり強いと見込まれる。 
意図された中長期的な正のインパクトとしての上位目標「ARMM 政府の行政能力が向上

し、経済開発が推進される」は外部条件が満たされるならば、プロジェクト終了後数年を

かけて達成されることに、関係者のほとんどが肯定的な意見をもっている。 
具体的に、行政管理分野では、「行政規程及び IRR の実施」が将来的実現する可能性は

高いという意見が関係者の意見であり、参加している省庁すべてが、プロジェクトの研修

のなかで HRIS のアップデートを開始している。インフラ開発分野では、FS への需要が極



 
 

めて強いこともあり、自治区政府（ARG）により実施される FS 数は増加するであろうと

関係者はみている。さらに、経済開発分野においては、ハラル産品のアドボカシーが進む

なか、認定ハラル産品の増加が見込め、「ARMM 内における対象商品の総売上げ上昇」や

「家畜など対象商品を生産する小規模・零細農家がビジネスをより効果的に運営できるよ

うになる」ことと、当該分野の有識者は考えている。 
また、予想しなかった正のインパクトとして、チームワーク、組織間の協働、職員の自

信の醸成といった事象も現れてきている。負のインパクトは特に観察されない。 
 

(5) 自立発展性 

自立発展性は、今後 ARMM 独自に実施する研修の具体化やそれに伴う予算措置などの

一定の条件が整えば確保できると見込まれる。 
 

 1） 組織的・政策的自立発展性 

一プロジェクトの TWG としての本プロジェクトの TWG が解散されたとしても、TWG
のメンバーは関連省庁の幹部を含めた中堅職員から構成されており、実質的な行政の推

進力として存続していく。現時点で本プロジェクト成果の継続的支援の政治的意思が表

明されている。 
 2） 財政的自立発展性 

予算の確保、財政支援の継続性については、ARMM のみで十分に対応できる内容を仕

込んでいることから、各組織の業務に組み込んで、必要予算の確保に注力することが課

題である。 
 3） 技術的自立発展性 

技術移転のペースは時間を要するものの着実に中堅職員は知識・経験を積み重ねてき

ており、技術は移転されつつある。行政管理分野では、法律分野の専門家ではない人材

が、大学の法律学位を取るほどの内容で、相当な知的訓練を積み重ねた結果、今では組

織図を見ただけで、その業務分担・機能などを想定することができるようになったとの

報告もある。HRIS についても、人に指導できる段階（厳密には、現段階ではその可能

性）の人々も相当数出てきている。インフラ分野については、プロポーザル書きや現場

監督での視点・助言など各自の日常業務に生かされつつある。経済開発分野については、

試験的な TOT が開始されたばかりだが、研修参加者は実際に農家を訪問し支援するとい

う活動のなかで、関係者は自信をもって助言指導ができるようになってきている。 
また、養成・能力強化された中堅職員の ARMM 政府（各部署）への定着度は高い。

TWG メンバーの非関連部署への異動は 1 名にとどまっている。 
ARMM 政府自身による人材育成・能力強化の研修計画については、今後の課題である

が、本プロジェクトの成功裏な進捗に伴い、更なる研修への期待が高まっている環境の

なかで、研修講師育成の重要は高まっている。 
 
 

 



 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

● 特になし 
 

(2) 実施プロセスに関すること 

● 【ARMM 側プロジェクト関係者の熱意と参加への工夫】日常業務との両立のためのスケ

ジュール調整 
● 【TWG メンバーの的確な人選】 各局において業務を推進していく実質的能力及び意欲

のあるメンバーを人選 
● 【研修インターバルの活用】研修のインターバルに行う次期研修への準備（各職場での

議論や次期研修までの準備など） 
● 【能力強化のための適切なアプローチ】 

TOT とフォロースルー活動を組み合わせた点、ダバオを研修地にすることで紛争地域の

制約を排除したこと。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

● 特になし 
 

(2) 実施プロセスに関すること 

● 治安の観点から日本人専門家の訪問できる地域に制約があることや活動の突然の中断、

時折起こる武力事件によるカウンターパートの集中力がそがれることなど 
 

３－５ 結 論 

 紛争地域という特殊環境にありながら、プロジェクトの活動は、関係者の努力により前進

している。特に、関係者間への事前の説明や信頼関係づくり、柔軟な発想で安全確保のうえ

で活動継続に対応するなどの努力は特筆に値する。中間評価時点で、行政管理、インフラ開

発、経済開発のそれぞれのアウトプットが産出され効果が現れつつある。ARMM 政府の行政

管理、経済開発、インフラ開発分野の中堅職員の能力は育成されつつある。今後、自立発展

性を確保するための中間評価団の提言を考慮のうえ、予定している活動を実施するならば、

プロジェクト終了までにプロジェクト目標は達成されると判断できる。 
 

３－６ 提言と教訓 

３－６－１ 行政管理 
(1) 人事情報管理システム（HRIS）オペレーター育成の手順とその資質等の更なる明確化

HRIS オペレーターは、単なるインストラクターではなく、今後 ARMM 内におい HRIS
を稼動させていくうえでのリソースパーソンとしての活躍が期待される。この点からも、

中間評価以後において、16 名のインストラクター候補者からいかにインストラクターを

選出し、彼らに具体的にどのような資質・能力・役割を求めていくのかを、フィリピン



 
 

側・日本側によって早期に決めていく必要がある。 
 

(2) 人事情報管理システム（HRIS）及びコンピューター施設・機材を含めた更新・管理体

制の明確化 
ARMM 政府各省の HRIS の更新サイクル及び活用方法等を明確化するとともに、それ

らを円滑に実施していくために、新しく建設されたコンピューター施設をどのように活

用していくかを、ARMM カウンターパート・日本人専門家の間で協議し、活用計画の策

定を行う必要がある。 
 

３－６－２ インフラ開発 
(1) トレーナー育成の手順とその資質等の更なる明確化 

本トレーナーは、単なるインストラクターではなく、今後 DPWH-ARMM における様々

な公共事業実施の支援及び監督を行っていくうえでのリソースパーソンとしての活躍が

期待される。この点からも、中間評価以後において、15 名のトレーナー候補者からいか

にトレーナーを選出し、彼らに具体的にどのような資質・能力・役割を求めていくのか

を、フィリピン側・日本側によって早期に決めていく必要がある。 
 

３－６－３ 経済開発 
(1) ハラル製品に関するビジネスサポートデスク（仮称）に関しての協議・明確化 

中間評価において、当該センターに関しての協議が始まったと報告があった。残され

た活動可能な時間からも、今後は、協議の推進と当該センターの正式名称・所属組織・

業務内容・人員配置等に関してフィリピン側・日本側の双方において、早期に明確化し

合意することが必要と思われる。また、活動の一環としてトレーナー・ガイドブック等

も作成される予定になっているので、それらとセンターの役割等の関連づけに関しても

注意してほしい。 
(2) ハラル製品に関する生産・加工・品質管理技術アドバイス業務に関しての明確化 

中間評価において、当該技術アドバイスに関しての実験的な事業が始まったと報告が

あった。残された活動可能な時間からも、今後は、実験的事業からの教訓の抽出を着実

に実施し、当該技術アドバイス業務の実施組織・業務内容・人員配置等に関してフィリ

ピン側・日本側の双方において、早期に明確化し合意することが必要と思われる。また、

活動の一環としてトレーナー・各種教材等も作成される予定になっているので、それら

とアドバイザー業務の関連づけに関しても注意してほしい。 
 

３－６－４ 自立発展性確保 
(1) 紛争影響地域内にある本プロジェクト終了後を見据えて、ARMM 地域内でプロジェク

トの成果が自立発展性増大を確保できる形での事業運営。 
紛争影響地域内にあり、1990 年の設立以来武力衝突や紛争の影響を受け、現在もなお

対象地域の治安状況は極めて不安定であるプロジェクトサイトにおいて、本プロジェク

トは活動を 1 歩ずつ各自に実施してきたといえる。今後は、プロジェクト終了後を見据



 
 

えて、ARMM 地域内でプロジェクトの成果が自立発展性を少しでももてるような形で事

業を運営していくことが望まれる。また、JICA プロジェクトによって、ARMM 政府内

に新たな業務を追加するということであれば、量の多少を問わず追加の人員・予算等の

必要性が発生することからも、終了に向けた十分な配慮が必要と思われる。 

 




